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研究成果の概要： 
 国土全体の生物多様性を保全するためには、人の生活・生産活動が行われている都市地域や

里地・里山等の中間地域を含む国土全体を対象として、生物多様性保全に配慮した持続可能な

利用・整備が重要な課題である。本研究では、(Ⅰ)社会経済の変化と生物多様性の現状分析、(Ⅱ)
生物多様性の保全と持続的利用に向けた具体的施策の視点から調査・分析を実施し、今後の生

物多様性を考慮した持続可能な環境共生型都市・農村整備のあり方に関し提言を行った。 
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研究分野：農学 
科研費の分科・細目：農業経済学 
キーワード：①生物多様性、②都市・農村整備、③里地里山の保全、④持続的土地利用、⑤ス

モールビジネス、⑥バイオ燃料 
 
１．研究開始当初の背景 
本研究課題の申請時における背景・動機に
ついては、農業・農村のあり方に関してわが
国は、食料をはじめ多くの資源を輸入に頼る
など、地球規模の生物多様性に依存している。
国内では、中山間地域をはじめとし農業の担
い手が減少し、かつ高齢化しており、耕作放
棄地が増加するなど、人為的な働きかけによ
り形成されていた里地・里山特有の生物多様
性が損なわれつつある。こうした状況は、農
業(農村)の生物多様性の関係性を示す一例
であるが、今後の農業・農村のあり方を考え

る上で、生物多様性の視点は重要な課題であ
る。 
 
２．研究の目的 
国土全体の生物多様性を保全するために
は、人の生活・生産活動が行われている都市
地域や里地・里山等の中山間地域を含む国土
全体を対象として、生物多様性保全に配慮し
た持続可能な利用・整備が重要な課題である。 
本研究では、①社会経済の変化と生物多様性
の現状分析(人間活動に伴う生物多様性のイ
ンパクト)、②生物多様性に係わる制度・関連
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施策の現状と課題、③生物多様性の保全と持
続的利用に向けた具体的施策の 3つの視点か
ら調査・分析を実施し、それら結果を通じて、
今後の生物多様性を考慮した持続可能な環
境共生型都市・農村整備のあり方に関し提言
を行うものである。 
 
３．研究の方法 
(1)社会経済の変化と生物多様性の現状分析 
①人間活動に伴う生物多様性のインパクト
について、文献サーベイと実態調査に基づき
人為的負荷要因によって引き起こされる生
物多様性への影響について考察。②生物多様
性に係わる制度・関連施策の現状と課題につ
いて、新・生物多様性国家戦略の施策や国土
利用計画による施策、自然環境保護地域の各
種施策、環境教育をはじめとする基盤的施策
などを検討。 
(2)生物多様性の保全と持続的利用に向けた
具体的施策の提言。 
①国土の空間的特性・土地利用の施策提言。
②土壌保全の課題と対策に向けた提言。③バ
イオテクノロジー等の技術活用に向けた分
析と具体的施策の提言 
上記の(1),(2)調査研究を通じ生物多様性へ
の影響軽減を図る実効性のある施策や措置
を検討する。 
 
４．研究成果 
本研究課題の成果について、以下の点が明
らかとなった。 
生物多様性の保全と持続的利用に向けた
地域固有の具体施策には、①地域固有の生物
資源を活用したスモールビジネスの展開が
有効な施策である点。また、②地域内の廃棄
物(廃油等)を原料にした循環型バイオ燃料の
製造・利用への推進(地産地消型燃料)も重要
施策である点。特に生物多様性を考慮し地域
空間を半径 50km圏に想定した(LCA 分析の
試算)場合、経済性や環境負荷への影響につい
ても優位性が高く、さらに地域振興の点でも
魅力ある固有な生物資源は、地域ブランド化
を創造し中規模経済へと持続的発展が期待
できることを指摘した。他方、③地域固有の
食風土は、それぞれの地域が持つ生物多様性
と深い関りがあり、様々な食文化、工芸、芸
能等を育んできた。こうした地域空間の土地
資源が持つエネルギー生産能力の有効利用
を図るためにも(健康リスクを考慮した AEM
分析の結果)地産地消が有効である点。④生物
多様性の宝庫である湿原の保全と連携した
自然共生型都市・農村圏の形成に向けた地域
空間的施策(戦略)は、自然的および社会的(文
化も含む)特性に応じた独自の法整備が必要
である点。以上のような取組みが地方分権の
推進、生物多様性の保全と地域発展の同時解
決を図ることに繋がり、延いては国土の荒廃

解消や国土保全に結びつく戦略的地域政策
となることを指摘した。 
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